
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

街路交通施策の最近の動向

２０２６年 ９月 ２日

国⼟交通省都市局街路交通施設課
街路事業調整官 吉澤 勇⼀郎



１．令和9年度予算概算要求
〇 概算要求に当たっての政府の⽅針
〇 国⼟交通省関係予算概算要求
〇 道路局関係予算概算要求
〇 都市局関係予算概算要求

２．街路交通施策の新たな展開
（１）ウォーカブルなまちづくり
（２）都市交通施策の再整理に関する検討会
（３）まちづくりと公共交通
（４）⾃転⾞に関する最近の動向
（５）⾃動運転技術の活⽤
（６）お知らせ

1

本日の内容



〇 令和9年度予算概算要求
に当たっての政府の⽅針
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令和９年度予算に係る政府の方針

「令和９年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について」

（令和８年７月30日閣議了解）

◇ 危機管理投資・成長投資をはじめ、国内投資を通じた潜在成長率の引

上げにつながる施策を予見可能性を持って実施できるよう、通常歳出とは

別に、『「強く豊かな日本」投資枠』を創設。真に効果的な施策を重点的に措

置。

◇ 要求・要望は賃金や調達価格の上昇を踏まえて行い、予算編成過程に

おいて、令和８年 度予算から実現した「経済・物価動向等の的確な反映」を

実現。

◇ 補正予算依存から脱却し恒常的な施策は当初予算に計上するため、適

切に要求・要望。

◇ 歳出全般にわたり、施策の優先順位を洗い直し、予算の中身を大胆に

重点化。補助金・ 基金の自己点検結果を要求・要望に反映し、予算編成過

程において精査。
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令和９年度予算に係る政府の方針
「令和９年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について」

予算編成過程における検討事項

＊ 補正予算依存の財政運営から脱却するため当初予算での
措置を要する恒常的な施策などの重要政策については、
『「強く豊かな⽇本」投資枠』を活⽤するほか、必要に
応じて、事項のみの要求も含め、適切に要求・要望を⾏い、
予算編成過程において検討。

＊ 真に必要な財政需要に対応するため、制度改⾰により恒久的
な歳⼊増を確保する場合、歳出改⾰の取組に当たって、その
取扱いについては、予算編成過程において検討。



令和９年度予算に係る政府の方針

（参考）「経済財政運営と改革の基本方針2026」＜抜粋＞

（令和８年７月21日閣議決定）

〇 危機管理投資・成長投資を始め、国内投資を通じた潜在成長率の引上

げにつながる施策を、予見可能性を持って実施できるよう、通常歳出と

は別に、『「強く豊かな日本」投資枠』を創設する。「成長戦略」や「地域未

来戦略」などを踏まえ、官民投資ロードマップや分野横断的な課題に対

応していく取組の形で示されたような、国内民間設備投資や潜在成長率

を大きく引き上げる効果の高い措置を対象とする。

〇 予見可能性を高め、継続的な取組を後押しするため、複数年度の計画

に基づくものを基本とする。前年度の予算措置額に関わらず真に効果的

な投資支援策を取り込めるよう、要求上限（いわゆるシーリング）を設け

ず、事項要求も含めて必要な額を適切に要求できるようにし、予算編成

過程で実効的な予算措置につなげる仕組みを整備する。



〇 国⼟交通省
令和9年度予算概算要求
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国土交通省 令和９年度予算概算要求額

国費総額

＜対 R８当初＋R７補正※＞（対 Ｒ８当初）

１．一般会計 ８兆７，６９４億円 ＜１．３５倍＞ （１.４４倍）

（うち、『「強く豊かな日本」投資枠』 １兆５，５０８億円）

■ 公共事業関係費 ７兆６，７６１億円 ＜１．３８倍＞（１.４５倍）

○ 一般公共事業費 ７兆６，３２３億円

○ 災害復旧等 ４３８億円

■ 非公共事業 １兆９３３億円 ＜１．１８倍＞（１.４０倍）

※Ｒ７補正から、事項要求を行うものや災害復旧等を除く恒常的な経費

２．東日本大震災復興特別会計３５９億円（１．０３倍）



国土交通省 令和９年度予算概算要求額

○上記の他、下記項目について事項要求を行い、予算編成過程で検討する。

・ 第１次国土強靱化実施中期計画に基づく取組の推進に必要な経費

（『「強く豊かな日本」投資枠』）

・ 労務費確保の必要性や近年の資材価格の高騰の影響等を考慮した

公共事業等の実施に必要な経費

・ 戦略産業クラスター等の形成に資するインフラ整備等の推進に

必要な経費（『「強く豊かな日本」投資枠』）



国土交通省 令和９年度予算概算要求の基本方針

○「経済財政運営と改革の基本方針2026」等で示された新たな予算編成の在り方を

踏まえ、物価・賃金上昇を的確に反映するとともに、『「強く豊かな日本」投資枠』も活
用した概算要求を行う。

（基本的な考え方）

○我が国は、所得の増加が消費や投資を生み出す民間主導の循環が生まれつつ
ある一方で、人口減少、エネルギー制約、AI を始めとする技術革新、国家間の産業・

技術競争の激化等の歴史的な構造変化への対応、頻発する自然災害や甚大な被
害が想定される大規模地震への備え、老朽化したインフラの保全等の課題に直面し
ている。

こうした中、「暮らしの安全・安心」を確保するとともに、「強い経済」を実現するために
は、日本成長戦略、地域未来戦略等を踏まえながら、「危機管理投資」と「成長投資」
を強力に進めていくことが必要である。

このためには、令和８年熊本地震、令和８年８月千葉豪雨や能登半島地震からの復
旧・復興に全力を尽くすとともに、事前防災やインフラ老朽化対策の加速化等、防災・
減災、国土強靱化の着実な推進、交通の安全・安心の確保、海上保安能力の強化
等により、「危機管理投資」等を進めながら、国民の生命・財産・暮らしを守り抜く必要
がある。



国土交通省 令和９年度予算概算要求の基本方針

また、持続的な経済成長に向けて、成長分野への国内投資の持続的な拡大、賃上げ
につながる人への投資、生産性の向上等に寄与する戦略的な社会資本整備、インフ
ラシステム海外展開、観光立国・物流革新・造船能力・港湾ロジスティクスの抜本的強
化、DX や資源・エネルギー安全保障・GX に向けた取組、横浜グリーンエクスポを契機
としたグリーン社会の実現を推進する。

加えて、強い地域経済の構築や国土計画の実現に資する地域活性化・令和の都市
（まち）リノベーションによる地方都市等の稼ぐ力と防災力の強化、地域の成長を阻む
移動制約を打破するための「交通空白」解消の深化・加速化等に取り組む必要がある。

これらの施策を実現するため、

・国民の安全・安心の確保

・持続的な経済成長の実現

・個性をいかした地域づくりと持続可能で活力ある国づくり

を３本柱に、次頁の主要課題をはじめとして概算要求に取り組む。

○その際、国土強靱化については、「第１次国土強靱化実施中期計画」に基づく取組

を着実に推進する。また、「租税特別措置・補助金・基金の見直し」の自己点検結果も
適切に踏まえることとする。



国土交通省関係予算概算要求事業費・国費総括表

国費 【単位：十億円】事業費事項

対前年度
倍率

うち「強く豊かな

日本」投資枠

令和９年度
概算要求額

対前年度
倍率

令和９年度
概算要求額

1.391831,2491.401,392治山治水

1.454332,3421.085,600道路整備

1.33815571.311,225港湾空港鉄道等

1.794341,3112.189,324住宅都市環境整備

1.29172481.26452公園水道廃棄物処理等

1.382301,8101.383,740社会資本総合整備

1.481286811.491,394うち社会資本整備総合交付金

1.321021,1291.332,346うち防災・安全交付金

1.060681.0284推進費等、災害復旧等

1.451,3787,6761.5021,817公共事業計

1.401721,0931.4792その他施設、行政経費

<1.35>
1.441,5518,769--

合計 <>書きは前年度予算に

R7補正(恒常的経費)を加えたもの



国土交通省関係予算概算要求事業費・国費総括表

国費 【単位：十億円】事業費事項

対前年度
倍率

うち「強く豊かな

日本」投資枠

令和９年度
概算要求額

対前年度
倍率

令和９年度
概算要求額

1.391831,2491.401,392治山治水

1.454332,3421.085,600道路整備

1.33815571.311,225港湾空港鉄道等

1.794341,3112.189,324住宅都市環境整備

1.29172481.26452公園水道廃棄物処理等

1.382301,8101.383,740社会資本総合整備

1.481286811.491,394うち社会資本整備総合交付金

1.321021,1291.332,346うち防災・安全交付金

1.060681.0284推進費等、災害復旧等

1.451,3787,6761.5021,817公共事業計

1.401721,0931.4792その他施設、行政経費

<1.35>
1.441,5518,769--

合計 <>書きは前年度予算に

R7補正(恒常的経費)を加えたもの



国土交通省関係予算概算要求事業費・国費総括表

本表のほか、

・ 第１次国土強靱化実施中期計画に基づく取組の推進に必要な経費

・ 労務費確保の必要性や近年の資材価格の高騰の影響等を考慮した

公共事業等の実施に必要な経費

・ 戦略産業クラスター等の形成に資するインフラ整備等の推進に

必要な経費 等

について事項要求を行い、予算編成過程で検討する。
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〇 道路局関係
令和9年度
予算概算要求



道路局関係 令和９年度予算概算要求
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道路局関係 令和９年度予算概算要求

２ 「強く豊かな日本」投資枠について

「令和９年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について」（令和８年７月30
日閣議了解）に従い、「経済財政運営と改革の基本方針2026」等に基づき、危機管理投

資・成長投資をはじめ、国内投資を通じた潜在成長率の引上げにつながる施策を予見
可能性を持って実施するための政策について、以下を要望します。

○日本成長戦略 防災・国土強靱化（第１次国土強靱化実施中期計画分）

気候変動に伴い激甚化・頻発化する気象災害、切迫する大規模地震や急速に進む
施設の老朽化等に対応するべく、災害に強い国土幹線道路ネットワーク等を構築するた
め、令和７年６月に閣議決定された「第１次国土強靱化実施中期計画」を踏まえ、高規格
道路ネットワークの整備や老朽化対策等の抜本的な対策を含めて、防災・減災、国土強
靱化の取組の加速化・深化を図る。 【事項要求】

○日本成長戦略 17の戦略分野関係（第１次国土強靱化実施中期計画分を除く）

官民投資を優先的に支援することが必要と考えられる、自動運転技術、次世代型太
陽電池、防災技術等の「主要な製品・技術等」への投資や技術開発、導入促進による需
要・市場創出を道路分野として実施する。 【要望額： 198億円】



道路局関係 令和９年度予算概算要求

○地域未来戦略 戦略産業クラスター計画等関係

戦略産業クラスター計画に位置付けられる、産業拠点と空港、港湾、物流拠点
等を結ぶ高規格道路ネットワークやアクセス道路の整備を推進し、企業立地や設
備投資の促進、物流効率化等を図る。これにより、成長戦略における17の戦略分

野に関連する企業の大規模投資を起点とした官民投資を呼び込み、地域経済の
活性化にとどまらず、我が国経済全体の成長に貢献する。【事項要求】

○地域未来戦略 政府が講ずべき本戦略に関する施策を総合的かつ計画的に
実施するために必要な事項（戦略産業クラスター計画等分を除く）

地域未来戦略が目指す「強い地域経済の構築」とともに、「豊かな生活環境」や
「選ばれる地方」の実現のために、高規格道路ネットワークの整備推進、道路交通
環境の整備推進、「道の駅」第３ステージの推進等を加速化する。【要望額： 5,800
億円】

上記の取組を着実に進めるため、国土交通省の職員が働きがいと働きやすさを
両立しながら成長できる職場の実現に向けて、快適な勤務環境の実現を含む
「組織変革（CX: Corporate Transformation）」を推進します。









〇都市局関係
令和9年度
予算概算要求
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都市局関係 令和９年度予算概算要求

１．令和９年度 都市局関係予算 概算要求総括表



都市局関係 令和９年度予算概算要求

２．令和９年度 都市局関係予算 概算要求主要事項（国費）



都市局関係 令和９年度予算概算要求

２．令和９年度 都市局関係予算 概算要求主要事項（国費）



Ⅱ．令和９年度 都市局関係概算要求の基本⽅針

○AIによる⽣成等で整備を進める3D都市モデル（PLATEAU）を活⽤したまちづくりの⾼度化の推進

地域に⺠間投資を呼び込み、⼈々が⾏き交い、集い、語らう、個性ある都市空間をつくる

復興まちづくり、国⼟強靱化に向けた事前復興・防災・減災まちづくり

コンパクト・プラス・ネットワークの強化
○質の⾼い計画に基づく事業への⽀援重点化
○国策上重要なイノベーション・産業拠点

形成への⽀援
○まちなかの滞在環境・移動利便性の向上

○能登半島地震等からの復興まちづくり事業の推進
○事前復興まちづくり計画の策定推進
○防災集団移転の着実な促進
○ハード・ソフト両⾯からの宅地液状化対策、盛⼟の安全確保対策の着実な実施

〜令和の都市リノベーションで、⽇本の⽣活空間を、より豊かに〜

国際連携
海外展開

○国際機関やG7との都市政策連携
○デジタル技術を⽣かした公共交通指向型都市開発の

海外展開
○博覧会の円滑な運営と成果の

最⼤化

まちづくりDX

○観光にも資する歴史まちづくりの強⼒な促進
○景観エリアリノベーションの推進
○既存ストック建造物の改修の推進

地域資源を活かしたまちづくり

まちづくりGX
○都市でのエネルギー利⽤効率化の推進
○TSUNAG認定の更なる活⽤促進

ま ち

○官⺠が協働した公共的空間の⾼質化
国際競争⼒の強化

横浜グリーンエクスポ
（2027年国際園芸博覧会）



Ⅲ．令和９年度 都市局関係概算要求 主要事項

コンパクト・プラス・ネットワークの取組を進めるための「⽴地適正化計画」を作成・公表済の市町村数は685となった（令和8年3⽉末）。
市町村における計画の評価・⾒直しの推進と更なる計画作成の実施を国として促進する。
計画の実現にあたり、⽣活・都市機能の誘導・集約、防災・減災を通じた都市の持続性の確保に加え、市町村域を超えた広域連携、

まちなかにおける業務施設等の⽴地、産業・イノベーション・ビジネス拠点の形成促進、都市交通施策の更なる充実を図ることにより、
コンパクト・プラス・ネットワークの強化を図るとともに、⺠間投資を呼び込み、地域の稼ぐ⼒の強化につなげる。

施策の概要

広域調整主体である都道府県による
市町村域を越えた広域連携の強⼒な推進

まちなかの滞在環境の向上と
アクセス性を⾼める都市交通軸の強化

⽴地適正化計画の今後の取組の⽅向性 「広域連携」
「稼ぐ⼒」

「まちなかの魅⼒」

⽴地適正化計画の⾼質化（国による推進策）

② 市町村による計画の適切な評価・⾒直しと
作成に対する継続的な⽀援

① 市町村域を越えた広域連携の強⼒な推進
持続可能な都市構造の実現に向けた、

⽴地適正化計画の今後の取組の⽅向性

１．コンパクト・プラス・ネットワークの強化

コンパクト・プラス・ネットワークの深化・発展による
都市の持続性の確保や地域の稼ぐ⼒の強化

令和の都市（まち）リノベーションによる稼ぐ⼒と防災⼒の強化や都市の
広域連携等を通じ、コンパクト・プラス・ネットワークの深化・発展等を図る

経済財政運営と改⾰の基本⽅針2026（令和8年7⽉21⽇閣議決定）

コンパクト・プラス・ネットワークの深化・発展

〇都市機能のさらなる集積・連携による地域の活性化
・広域連携による都市圏での⾼次都市機能等の確保
・まちなかでの業務施設等の⽴地促進や都市開発事業の推進
・まちづくりと⼀体となった都市交通施策の更なる充実 等

（R8都市再⽣特別措置法改正等）

④ まちなかの滞在環境・移動利便性の向上

まちなかの拠点機能の強化や地域外から収益を
呼び込む産業の集積等を通じた都市再⽣

③ 地域経済の核となる拠点機能の強化



＜国による推進策の実現に向けた取組＞

⼈中⼼で外出の動機となる
「拠点エリア」

移動や都市構造の⾻格となる
「都市交通軸」

交通結節点・モビリティハブ

「拠点」と「軸」の連動を⽣む⼀体的なプランニング

④まちなかの滞在環境・移動利便性の向上
・ コンパクト・プラス・ネットワークの実効性を⼀層⾼めていくため、⼈々の外
出の動機となる「拠点エリア」の形成とそこへのアクセスを⽀える「都市交
通軸」の強化を推進する。

・ 「お出かけ」需要を創出するためには、まちなかの滞在環境と移動利便性
を⼀体的に充実・向上させ、⼈中⼼で安全・快適に滞在できる魅⼒的
な拠点エリアを形成することが重要。

・ そのため、まず、拠点エリアにおいて、様々な交通モードを適正に処理し、
安全性を確保することが重要。具体的には、拠点エリアへのアクセス性を
確保しつつ、駐⾞場の配置適正化等を通じて、⾃動⾞の流⼊を抑制し、
歩⾏者中⼼の快適な空間形成を図る。

・ また、拠点エリアへの移動利便性を確保し、エリアの回遊性を⾼めるため
には、多様な移動⼿段を効果的につなぐことが重要。このため、公共交
通、⾃転⾞、シェアモビリティ等への円滑な乗継ぎを⽀えるモビリティハブ
の整備を推進する。

・ そのうえで、沿道を含む街路空間等、公共的空間の質を⼀層⾼める取
組を進めるとともに、エリアマネジメント等を通じた利活⽤を⼀体的に進め、
時を過ごしたくなる魅⼒的な拠点エリアを形成する。

【まちなかウォーカブル推進事業、都市・地域交通戦略推進事業】

サンキタ通り（兵庫県神⼾市）

モビリティ
ハブ モビリティ

ハブ

⾃宅

⾃家⽤⾞

⾃転⾞・⼆輪⾞

公共交通 徒歩

⾃転⾞

コミュニティバス

拠点エリア 都市交通軸

シェアモビリティ

※記載する交通モードは⼀例

まちなか
での移動

パブリックスペース
（待合・交流スペース等）

シェアモビリティ
（シェアサイクル・電動キックボード等）

モビリティハブのイメージ⾼質空間整備や⾞両流⼊抑制による滞在環境の向上例



２．地域資源を活かしたまちづくり

施策の概要

景観エリアリノベーションの推進
○ 景観整備推進法⼈の指定を受けた⺠間企業等が、

建物の所有者に代わって改修・利活⽤等を⾏い、⾯的
に景観再⽣を図る仕組みとして、景観エリアリノベーショ
ン事業（景観再⽣事業）を推進する。

○ 景観エリアリノベーション事業の実施に向けた調査・検
討段階からの国による伴⾛⽀援をはじめ、エリアマネジメ
ントの組織体制の構築やエリアビジョンの作成、担い⼿
の育成などへの⽀援を⾏うことで、良好な景観形成を促
進する。

【先導的景観⾏政推進調査、官⺠連携都市再⽣推進事業、
まちなかウォーカブル推進事業、まちづくりファンド⽀援事業】 

空き店舗が増加している商店街で
活気あるまちなみ景観の

再⽣に取り組む事例
（⻑崎県⻑崎市）

伝統⾏事等の⽀援
（島根県松江市）

まちなみの⾼質化
（福岡県太宰府市）

観光交流施設の整備
（⼭形県新庄市）

観光にも資する歴史まちづくりの推進

既存ストック建造物の改修の推進

【まちづくりファンド⽀援事業、まち再⽣出資事業】 

○ エリアの個性を形成する地域資源（既存ストック）をリノベーショ
ン等により改修する⺠間都市開発事業の事業⾯積要件を緩和
し、⺠間都市開発推進機構の⾦融⽀援を⾏う。

鵜飼屋地区の旧⽊材倉庫の改修
（岐⾩県岐⾩市）

診療所を交流拠点に改修
（岡⼭県瀬⼾内市）

【都市・地域交通戦略推進事業、まち未来創造事業、
都市再⽣整備計画事業、まちなかウォーカブル推進事業】 

景観エリアリノベーション事業の仕組み

○ 市町村における歴史まちづくりの取組を⽀援することで、観光に
も資する歴史まちづくりを推進し、居住者等の地域への誇りや愛
着を醸成するとともに、地⽅誘客を促し域外から稼ぐ⼒の強化も
図る。

⼈⼝減少・少⼦⾼齢化、地域経済の縮⼩、中⼼市街地の衰退といった問題に直⾯している都市において、持続可能なまちづくりを
進めるためには、都市の魅⼒を⾼め、域内に⼈や投資を呼び込むとともに、域外からの稼ぐ⼒を強化することが重要である。
都市再⽣特別措置法等の⼀部を改正する法律（令和8年5⽉公布）も踏まえ、景観エリアリノベーションによる⾯的な景観再⽣

やエリアマネジメントによる地域経営に向けた⽀援、歴史まちづくりの取組やまち再⽣のエリアの個性を形成する地域資源の⺠間活
⽤等への⽀援を通じて、地域資源を活かした個性あるまちづくりを推進する。



（２）「強い経済」の実現に向けた令和の都市リノベーションの強化
１．コンパクト・プラス・ネットワークの強化

業務施設・集客施設・サービス施設など多様な機能が集積し、従業者・居住者・専⾨⼈材など多様な⼈々が集うまちのもつエネル
ギーをさらに⾼めるため、官⺠による拠点機能の強化に向けた成⻑投資・危機管理投資につなげていく必要がある。
そのため、コンパクト・プラス・ネットワークの強化とともに産業・ビジネス拠点の形成、国際競争⼒強化に資する拠点の再⽣を図る「令和

の都市リノベーション」を強⼒に推進するための新たな補助事業「まち未来創造事業」を創設し、 まちがもつ経済集積効果を最⼤限に
発揮させるとともに「強い経済」の実現に向けた⺠間投資を呼び込む地域の稼ぐ⼒の強化を図る。

ま ち
1,881.5億円(皆増)補 助まち未来創造事業

地域レベルでの拠点形成の促進
（地域拠点形成タイプ）

まち未来創造事業の創設

国際レベルでの拠点形成の促進
（国際拠点形成タイプ）

兵庫県姫路市
「姫路城周辺地区」

姫路駅から姫路城周辺にかけて、歩⾏
者空間や公共施設の整備等の⼀体的な
まちづくりを⾏い、歴史を⽣かした魅⼒あ
る都⼼空間の形成と、商業・観光の機能
強化による中⼼市街地の活性化に寄与

和歌⼭県和歌⼭市
「和歌⼭市中⼼拠点再⽣地区」
鉄道駅や和歌⼭城周辺を中⼼に都市
機能を集約し、ホールやこども総合⽀援
センターの整備、⼤学誘致、歩⾏空間
の改善などを⾏い、まちなかのにぎわい
創出と居住促進に寄与

国が指定する特定都市再⽣緊急整備地域におけ
る都市インフラ整備を促進し、国際的なビジネス拠
点形成を図る

⽴地適正化計画に基づくまちなかや、産業・イノベーション・ビジネス拠点における交流施設
等の都市機能の集約や都市インフラの整備を総合的に促進し、地域経済の核となる拠点
形成を図る

渋⾕駅周辺地域
駅の機能更新と周辺都市インフラの再編を契機に、魅⼒ある
商業、業務、⽂化・交流機能の充実を図るとともに、最先端
の国際的なイノベーション拠点を形成

区画整理

⾃由通路

東⼝
広場

我が国経済・地域経済の核となる拠点の形成・再⽣により、⺠間投資を呼び込むとともに、質の⾼い豊かな暮らしを実現

⼭形県鶴岡市
「鶴岡⻄産業団地地区」

⼭形⾃動⾞道IC近傍で交通利便性
が⾼く、鶴岡バイオサイエンスパークなど
が⽴地する強みを⽣かし、新たな産業
団地の整備による地域産業の発展や
雇⽤の創出を促進
・⽴地企業による⽬標⽣産額 80億円
（R11年度）

（当該地区の都市再⽣整備計画より）

新たな産業拠点の整備駅前広場の再整備駅周辺への図書館等の集約

・商店街新規出店店舗数約3倍に増加
（H30:11店舗→R6:36店舗）

（当該地区の都市再⽣整備計画事後評価より）

・まちなかへの転⼊出数 231⼈
（R6:H24以降過去最⼤の社会増）

（和歌⼭市HPより）

・⺠間建設投資額 約8,200億円（H22〜R16年度）
（国⼟交通省調べ）

提供︓渋⾕駅前エリアマネジメント協議会 



拠点エリアの魅⼒や快適性向上の視点

１．コンパクト・プラス・ネットワークの強化

拠点エリアの魅⼒向上と快適性の向上に向けて、駐⾞場の配置適正化と公共的空間の⾼質化を⼀体的に進め、拠点エリアへのアク
セス性を確保しつつ、ウォーカブル空間の分断や歩⾏者の安全性の低下をもたらす⾃動⾞の過度な流⼊を抑制することで、安全・快適
な滞在環境を創出する。あわせて、モビリティハブの整備によりアクセス性・回遊性の向上を図り、多様な移動⼿段への円滑な乗継ぎを
⽀える。これらを⼀体的に取り組むことで、都市交通と滞在環境の双⽅から、時を過ごしたくなる拠点エリアの形成を推進する。

モビリティハブの整備によるアクセス性・回遊性の向上

駐⾞場の配置適正化と公共的空間の⾼質化
駐⾞場配置適正化区域等において都市計画に位置付けられた集約駐⾞場やフリンジ駐⾞場の

整備や、滞在環境の向上のための駐⾞場・低未利⽤⼟地等を公共的空間へ暫定的に⽤途転換
する取組を⽀援する。あわせて、都市空間の「居⼼地の良さ」を阻害する施設の撤去等を推進する。

【都市・地域交通戦略推進事業、まちなかウォーカブル推進事業】

【都市・地域交通戦略推進事業、まちなかウォーカブル推進事業】

（３）まちなかの滞在環境・移動利便性の向上

拠点エリアの形成においては、様々な交通モードを適
正に処理し、⼈中⼼の都市空間を形成することが重要。

地区交通においては、滞在を促す「プレイス性」、地区
内の移動を⽀える「回遊性」、拠点エリアへの来やすさを
⾼める「アクセス性」を向上し、多様な主体との連携で実
現していくことが重要。

多様なモビリティへの円滑な乗継ぎを⽀えるモビリティハブを、⼆輪⾞等駐⾞場やパーソナルモビリ
ティのポート、駐⾞場等の交通施設、にぎわい空間とあわせて整備する取組を促進する。

さいたま市⼤宮ぷらっと（埼⽟県さいたま市）

３｜拠点エリアへの
市民や来街者の
到達しやすさに着目した
「 アクセス性 」

１｜居心地が良く、
滞在したくなる環境に着目した

「 プレイス性 」

２｜拠点エリア内における
移動のしやすさに着目した
「 回遊性 」

⽼朽化アーケードの除却（愛媛県松⼭市） フリンジパーキング（福岡県福岡市）

整備前 整備後

天神南駅

渡辺通駅

集約駐⾞場 集約駐⾞場から
公共交通や徒歩等で移動

鉄道 バス

駐⾞場整備地区
櫛⽥神社前駅

博多駅

38.8億円(3.88倍)補 助都市・地域交通戦略推進事業
17.9億円(2.89倍)補 助まちなかウォーカブル推進事業

6,811億円の内数社総交
まちなかウォーカブル推進事業、都市・地域交通戦略推進事業 11,293億円の内数防安交



先導的な景観計画の策定・普及
【先導的景観⾏政推進調査】

景観エリアリノベーションに係る改修⽀援
【まちなかウォーカブル推進事業】

（２）個性ある景観形成の推進
２．地域資源を活かしたまちづくり

意欲ある⾃治体に対して国が伴⾛⽀援を⾏い、先導的な景観
計画の導⼊・運⽤する事例を創出するとともに、当該事例を広く
普及啓発するための取組を実施する。

ウォーカブルなまちづくりの深化に向け、沿道建造物と⼀体となっ
た質の⾼い公共的空間の形成を官⺠連携により推進するため、
既存建造物の改修など、景観再⽣に資する取組への⽀援を強
化する。

【想定するテーマ】
①⽣成AIを活⽤した計画策定
②景観エリアリノベーションの実施
③都市計画と連動した取組

沿道建物を含め上質な空間形成を⾏っている事例
旅館や店舗などの空き物件が増加した
参道の景観再⽣に取り組んでいる事例

（奈良県⽣駒市）

⺠都機構による⾦融⽀援
【まちづくりファンド⽀援事業】

個性ある景観形成の推進に向けて、景観整備推進法⼈が参
画するエリアプラットフォームによる、景観エリアリノベーションにかか
る調査や施設の活⽤構想の策定等を⽀援する。

景観再⽣推進法⼈が、建物所有者との景観再⽣を図るため
の協定に基づき実施する既存建造物の改修等への⽀援を実施
する。

景観整備推進法⼈が参画するエリアプラットフォームの取組⽀援
【官⺠連携都市再⽣推進事業】

地域の景観資源の活⽤により、都市の固有の魅⼒を⾼め、⼈や投資を呼び込む取組を推進するため、国による先導的な景観計画を
創出するための伴⾛⽀援、魅⼒ある空間形成に向けた既存建造物の改修等による景観エリアリノベーション※や景観整備推進法⼈が
参画するエリアプラットフォームの取組をハード・ソフト⼀体で⽀援を強化する。 ※指定を受けた⺠間企業等が、所有者に代わって建造物の改修・利活⽤等を⾏い、⾯的に景観再⽣を図る仕組み

（愛媛県松⼭市） （⼭形県⼭形市）

0.7億円(皆増)調 査先導的景観⾏政推進調査
3.1億円(3.00倍)補 助官⺠連携都市再⽣推進事業

17.9億円(2.89倍)補 助まちなかウォーカブル推進事業
2.0億円(1.67倍)補 助まちづくりファンド⽀援事業

6,811億円の内数社総交まちなかウォーカブル推進事業



２．ウォーカブルなまちづくり
〇 街路と道路
〇 ウォーカブル
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〇 街路と道路



道路（勝手なイメージ）
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街路（勝手なイメージ）
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街路課：街路構造令（１９１９年、大正８年）

１９１９年 旧都市計画法公布

１９１９年 旧道路法公布

・旧道路法に基づき道路構造令、街路構造令が制定

→道路構造令第１９条「街路ノ構造ニ付テハ特別
の定ヲナスコト得」が根拠

→戦災復興では、幅員１００ｍの街路標準横断図が
示されるなど、一部の都市で広幅員街路が整備

（１００ｍ街路：名古屋市久屋大通、若宮大通、広島市平和大通）
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街路構造令の特色①

道路構造令とは異なる規定が存在

〇幅員（第２条）

広路２４間（４４ｍ）以上、一等大路１２間（２２ｍ）

二等大路６間、一等小路４間、二等小路１間半

→１９１９年の国内自動車数７，０５１台

→道路構造令最上位の国道幅員は４間（７ｍ）以上

〇歩車道区分及び歩道幅員（第３条、第４条）

広路及び一等大路は歩車道を区別し、歩道幅員は総
幅員の１／６以上
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街路構造令の特色②

〇広場（第１０条）

必要に応じ交差点、屈曲部に広場、橋詰めの幅員を広くとる

〇植樹帯（第１３条）

必要に応じ広路及び一等大路には植樹帯を設ける

道路構造令と比較すると、明らかに交通処理だけではなく都市
の空間としての規定が存在しており、道路と街路は求められ
るものが違うことが伺える

１９５２年 新道路法が制定され、街路構造令は道路構造令に
吸収される



戦災復興における街路設計

47

戦災復興都市計画標準

（１９４６通達）

戦災復興都市計画標準横断図

出典：建設省編「戦災復興誌、第壱巻、計画事業編」

東京戦災復興都市計画幹線街路計画
（１９４６ 見直し前）
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○久屋⼤通は、戦災復興事業で計画された２本の１００
ｍ道路の⼀つで、名古屋都⼼のシンボル軸となってい
る。久屋⼤通の中央分離帯には、南北２キロ、⾯積約
１５ヘクタールの都市公園を設置

○公園の両側に市の⽊クスノキが植えられ統⼀的な景観
を創造すると共に、噴⽔や彫刻、花壇、広場、ケヤキ
林など都会のオアシスとして市⺠に親しまれてきた

○広場は都⼼の憩いの場として、「名古屋まつり」や
「にっぽんど真ん中祭り」など多くのイベントが実施
されている

＜久屋大通の整備に係る経緯＞

S21.4︓復興事業起⼯式
S21.6︓都市計画決定（道路）
S24 ︓久屋⼤通整地⼯事開始
S30 ︓久屋⼤通概成
S37 ︓久屋⼤通道路認定
S63.3︓都市景観整備計画、景観形成基準策定

→歩道拡幅

久屋大通（名古屋市）
出典：名古屋市資料

戦災復興で⽣まれた久屋⼤通（昭和２０年代）

再整備⼯事着⼿前の久屋⼤通

１００ｍ道路など広幅員街路の例



〇位置図

〇平面図

〇断面図
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歩道 歩道

15,680台/12h13,349台/12h10,138台/12h9,180台/12h7,958台/12h8,036台/12h

断面交通量
（平日）

H29交通量調査より

歩行者通行量
（平日・休日）

平日 13,072人/12h
休日 14,557人/12h

平日 17,815人/12h
休日 23,304人/12h

平日 10,633人/12h
休日 14,071人/12h

平日 10.102人/12h
休日 11,996人/12h

出典：仙台市資料

49

定禅寺通（仙台市）
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〇 ウォーカブル



（１） 「居心地が良く歩きたくなる」ウォーカブルなまちづくり

○世界中の多くの都市で、街路空間を車中心から“人間中心”の空間へと再構築し、沿道と路上を一体的に

使って、 人々が集い憩い多様な活動を繰り広げられる場へとしていく取組が進められている。

○これらの取組は都市に活力を生み出し、持続可能かつ高い国際競争力の実現につながっている。

○近年、国内でも、このような街路空間の再構築・利活用の先進的な取組が見られるようになったが、多くの自治
体では、将来ビジョンの描き方や具体的な進め方など、どう動き出せば良いのか模索している現状。

○このような背景のもと、「居心地の良い歩きたくなる街路づくり」の全国への展開を推進。

パリプラ－ジュ

ニューヨークタイムズスクエア 東京 丸の内仲通り

松山 花園町通り

松山 花園町通り
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コンパクトでゆとりのあるウォーカブルなまちづくり

○ 都市の⼒を最⼤限引き出すためには、拡散した市街地を集約するとともに、その核となる
「まちなか」のゆとりとにぎわいを取り戻すことが重要

○ 「コンパクト・プラス・ネットワーク」の核となる官⺠のストックが集積する「まちなか」を、官⺠連携
の取組により、⼈間中⼼の空間（ウォーカブルな空間）に改変

WalkableWalkable

Eye level

Diversity

Open
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alkable ye level iversity pen 
歩きたくなる まちに開かれた1階 多様な⼈の多様な⽤途、使い⽅ 開かれた空間が⼼地よい

居⼼地が良い、⼈中⼼の空間
を創ると、まちに出かけたくなる、

歩きたくなる。
歩⾏者⽬線の１階部分等に店
舗やラボがあり、ガラス張りで中が
⾒えると、⼈は歩いて楽しくなる。

多様な⼈々の多様な交流は、
空間の多様な⽤途、使い⽅の

共存から⽣まれる。
歩道や公園に、

芝⽣やカフェ、椅⼦があると、
そこに居たくなる、留まりたくなる。
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（出典）中島直⼈・関⾕進吾「ニューヨーク市タイムズ・スクエアの広場化プロセス」（2016）などに基づき国⼟交通省都市局作成

〔 整備後（2015年） 〕

〔 整備前（2009年） 〕

○ 半年間にわたる社会実験を経て、2010年以降、ブロードウェイは恒久的に広場化。
○ タイムズ・スクエアの歩⾏者数は11％増加。また、74％の市⺠がタイムズ・スクエアは劇的

に改善されたと回答。

海外事例（ニューヨーク・タイムズスクエア︓街路空間の広場化）
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海外事例（パリ︓15分都市）
パリでは、自宅から徒歩または自転車で15分以内に、学校、職場、食料品店、医療機関、公園、スポーツ

施設等の日常生活におけるあらゆる機能にアクセスできる「15分都市」を目指している

出典：パリ市 ”la ville du quart d'heure”

■広場区間の活用イメージ

■市民キオスク（あずまや、市民の憩いの拠点）
－ポルト・ド・モンマルトル地区

■15分都市のイメージ
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海外事例（ポートランド︓１階部分のリノベーション）
○アメリカのポートランドでは、建物の１階部分（グランドレベル）のうち歩道に⾯する壁⾯を透明

にする規制が設けられている。リノベーションでは壁⾯の４割、新規開発では５割を透明としなけ
ればならない。

○道路にも、まちの賑わいを創出するためのデザインを導⼊。

（出典）⼭崎満広⽒資料等に基づき国⼟交通省都市局作成
PEARL DISTRICT/パール地区に⾒る演出

⾼い街路樹

複数の交通⼿段
を使って⾞量減

ファーニッシュゾーン 歩⾏ゾーン 建物隣接ゾーン

窓を通して
中が⾒える



ウォーカブルなまちづくりの事例：姫路駅北駅前広場

整備前

整備後

自動車

26％

67％

■⾃動⾞ ■歩⾏者 ■その他

（出典）姫路市提供資料 57



ウォーカブルなまちづくりの事例：なんば駅前広場
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供用開始後の様子供用前の社会実験の様子

整備前 整備後



北 北海道 秋田市 境町 和光市 千代田区 神 神奈川県 大野市 掛川市 松阪市 枚方市 王寺町 防府市 春日市 竹田市

札幌市 横手市 栃 栃木県 久喜市 中央区 神奈川県 鯖江市 藤枝市 桑名市 茨木市 和 和歌山県 長門市 大野城市 豊後高田市

函館市 湯沢市 宇都宮市 北本市 港区 横浜市 あわら市 袋井市 鈴鹿市 八尾市 和歌山市 周南市 古賀市 杵築市

旭川市 鹿角市 足利市 三郷市 新宿区 川崎市 越前市 下田市 名張市 富田林市 鳥 鳥取県 徳 徳島県 うきは市 宇佐市

室蘭市 由利本荘市 栃木市 蓮田市 台東区 相模原市 山 山梨県 湖西市 亀山市 河内長野市 鳥取市 徳島県 糸島市 豊後大野市

釧路市 山 山形県 小山市 坂戸市 墨田区 鎌倉市 甲府市 伊豆の国市 熊野市 羽曳野市 米子市 徳島市 川崎町 由布市

千歳市 山形県 那須塩原市 幸手市 品川区 藤沢市 長 長野県 愛 愛知県 朝日町 門真市 倉吉市 阿南市 佐 佐賀県 国東市

恵庭市 山形市 下野市 鶴ヶ島市 目黒区 小田原市 長野県 愛知県 明和町 高石市 境港市 美波町 佐賀県 日出町

北広島市 福 福島県 上三川町 日高市 大田区 逗子市 長野市 名古屋市 滋 滋賀県 東大阪市 島 島根県 香 香川県 佐賀市 玖珠町

黒松内町 福島県 群 群馬県 ふじみ野市 世田谷区 三浦市 松本市 豊橋市 大津市 大阪狭山市 松江市 高松市 武雄市 宮 宮崎県

栗山町 福島市 前橋市 白岡市 渋谷区 厚木市 上田市 岡崎市 彦根市 阪南市 大田市 丸亀市 鹿島市 宮崎県

沼田町 会津若松市 館林市 美里町 中野区 大和市 岡谷市 一宮市 長浜市 熊取町 江津市 坂出市 基山町 宮崎市

東神楽町 郡山市 埼 埼玉県 上里町 杉並区 新 新潟県 諏訪市 瀬戸市 草津市 兵 兵庫県 津和野町 善通寺市 上峰町 日南市

上士幌町 白河市 埼玉県 宮代町 豊島区 新潟市 小諸市 半田市 守山市 神戸市 岡 岡山県 観音寺市 長 長崎県 小林市

青 青森県 須賀川市 さいたま市 杉戸町 北区 長岡市 茅野市 春日井市 東近江市 姫路市 岡山市 宇多津町 長崎市 西都市

青森市 棚倉町 熊谷市 松伏町 荒川区 三条市 佐久市 豊川市 愛荘町 尼崎市 倉敷市 多度津町 佐世保市 三股町

弘前市 茨 茨城県 川口市 千 千葉県 板橋区 加茂市 岐 岐阜県 刈谷市 京 京都府 西宮市 高梁市 愛 愛媛県 熊 熊本県 綾町

八戸市 水戸市 行田市 千葉県 練馬区 見附市 岐阜市 豊田市 京都市 芦屋市 広 広島県 松山市 熊本市 高鍋町

黒石市 日立市 秩父市 千葉市 足立区 上越市 大垣市 安城市 長岡京市 伊丹市 広島市 今治市 荒尾市 川南町

五所川原市 土浦市 所沢市 木更津市 八王子市 南魚沼市 高山市 蒲郡市 八幡市 加古川市 呉市 大洲市 菊池市 都農町

十和田市 石岡市 飯能市 松戸市 武蔵野市 富 富山県 関市 犬山市 南丹市 西脇市 竹原市 内子町 南関町 高千穂町

むつ市 下妻市 本庄市 野田市 三鷹市 富山市 美濃加茂市 新城市 久御山町 三田市 三原市 高 高知県 益城町 鹿 鹿児島県

岩 岩手県 笠間市 東松山市 習志野市 府中市 高岡市 各務原市 東海市 大 大阪府 加西市 尾道市 高知市 あさぎり町 鹿児島市

盛岡市 取手市 春日部市 柏市 調布市 石 石川県 静 静岡県 大府市 大阪市 新温泉町 福山市 南国市 大 大分県 指宿市

花巻市 つくば市 深谷市 市原市 町田市 金沢市 静岡市 知多市 堺市 奈 奈良県 府中市 四万十市 大分県 薩摩川内市

北上市 ひたちなか市 上尾市 流山市 東村山市 小松市 浜松市 知立市 岸和田市 奈良市 大竹市 福 福岡県 大分市 霧島市

宮 宮城県 常陸大宮市 草加市 八千代市 国分寺市 加賀市 沼津市 尾張旭市 豊中市 大和郡山市 東広島市 北九州市 別府市 南さつま市

仙台市 那珂市 蕨市 酒々井町 福生市 能美市 熱海市 三 三重県 池田市 桜井市 海田町 福岡市 中津市 姶良市

石巻市 神栖市 戸田市 白子町 狛江市 野々市市 三島市 三重県 吹田市 生駒市 山 山口県 久留米市 日田市 中種子町

塩竈市 小美玉市 入間市 長柄町 武蔵村山市 福 福井県 島田市 津市 泉大津市 宇陀市 下関市 飯塚市 佐伯市 沖縄県

柴田町 茨城町 朝霞市 東 東京都 多摩市 福井市 富士市 四日市市 高槻市 田原本町 宇部市 田川市 臼杵市 うるま市

秋 秋田県 大洗町 志木市 東京都 稲城市 敦賀市 焼津市 伊勢市 貝塚市 上牧町 山口市 柳川市 津久見市

ウォーカブル推進都市一覧（令和７年１２月３１日時点）

〇４００都市が”WEDO”＊の考え⽅に共鳴し、政策実施のパートナーとして、ともに具体的な取組を進めている。（令和７年１２⽉３１⽇時点）
〇１３２市区町村がウォーカブル区域（滞在快適性等向上区域）を設定。
＊Walkable（歩きたくなる）Eyelevel（まちに開かれた1階）Diversity（多様な⼈の多様な⽤途、使い⽅）Open（開かれた空間が⼼地よい）

令和７年12⽉末時点で、都市再⽣特別措置法に基づく滞在快適性等向上区域を設定した市区町村（既に都市再⽣整備計画の期間が終了した市区町村を含む）︓

合計 ４００都市
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まちなかウォーカブル推進事業

●市町村、市町村都市再⽣協議会（社会資本整備総合交付⾦） ●都道府県、⺠間事業者等（都市再⽣推進事業費補助） いずれも国費率︓１／２

施 ⾏ 地 区

【基幹事業】
道路、公園、地域⽣活基盤施設（緑地、広場、地域防災施設等）、⾼質空間形成施設（歩⾏⽀援施設等）、
既存建造物活⽤事業、エリア価値向上整備事業、こどもまんなかまちづくり事業、暑熱対策事業、滞在環境整備事業、
計画策定⽀援事業※等

対 象 事 業

次のいずれかの要件に該当する地区、かつ、都市再⽣特別措置法に基づく滞在快適性等向上区域（当該区域の周辺整備に係る事業が実施される地区を含む）

① ⽴地適正化計画策定に向けた具体的な取組を開始・公表している市町村の、市街化区域等内のうち、鉄道・地下鉄駅※から半径1㎞の範囲内
⼜はバス・軌道の停留所・停⾞場※から半径500mの範囲内の区域等 ※ピーク時間運⾏本数が⽚道で１時間当たり３本以上あるものに限る。

② 観光等地域資源の活⽤に関する計画があり、かつ、当該区域の整備が都市のコンパクト化の⽅針と齟齬がないと認められる市街化区域等外の区域
③ ⽴地適正化計画、広域的な⽴地適正化の⽅針等に位置づけられた都市計画区域外の地域⽣活拠点

事業主体等

沿道施設の１階部分の開放・ガラス張り化

社会実験や
デザインコーディネート

修景整備

街路の再構築
広場化・芝⽣化

都市再⽣整備
計画区域

滞在快適性等
向上区域

周辺環境の整備
（外周道路の整備等）

【提案事業】
事業活⽤調査、まちづくり活動推進事業、地域創造⽀援事業（市町村の提案に基づくソフト事業・ハード事業）

事業のイメージ

○⾞中⼼から⼈中⼼の空間へと転換を図る、まちなかの歩いて移動できる範囲において、滞在の快適性の向上を⽬的と
して市町村や⺠間事業者等が実施する、道路・公園・広場等の既存ストックの再編・利活⽤、滞在環境の向上に資
する取組を重点的・⼀体的に⽀援し、「居⼼地が良く歩きたくなる」まちなかづくりを推進する事業

● 歩きたくなる空間の創出 Walkable
 街路空間の再構築
 道路・公園・広場等の既存ストックの改修・改変
 道路の美装化・芝⽣化、植栽・緑化施設や⽔上デッキの整備等による公共

空間の⾼質化
 滞在快適性等向上区域を下⽀えする周辺環境の整備（フリンジ駐⾞場、

外周道路等の整備）

● 歩⾏者⽬線の１階をまちに開放 Eye Level
 沿道施設の１階部分をリノベーションし、公共空間として開放
 １階部分のガラス張り化等の修景整備

● 既存ストックの多様な主体による多様な利活⽤ Diversity
 官⺠の⼟地・施設を⼀体的に改修し、⾃由に利活⽤できるまちなかハブや

公開空地として開放
 公共空間にイベント等で利⽤できる給電・給排⽔施設等を整備
 利活⽤状況を計測するセンサーの設置や、データを分析・⾒える化し、まちの

情報を発信するシステムの整備

● 開かれた空間の滞在環境の向上 Open
 屋根やトイレ、照明施設、ストリートファーニチャー等の整備
 滞在環境整備に関する社会実験やコーディネート等の調査

※都市再⽣整備計画にグリーン化、デジタル技術・データの活⽤、⼦ども・⼦育て⽀援等の国が指定する「重点的に取り組むテーマ」及びテーマに即した⽬標・指標を設定した場合に実施可能
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マチミチstudy現地勉強会in前橋を開催しました︕

登壇者・パネリスト

第１３回マチミチstudy現地勉強会 in 前橋 の様子

＜開催実績＞

・開催日時 ：令和７年１１月１９日（水）１３：００～１８：００

・参加者数 ：現地 約５０人

・プログラム：基調講演、パネルディスカッション、まちあるき、
ワークショップ など

○ 第１３回目となるマチミチstudy現地勉強会（R7.11.19）は、前橋市と共催。「官民連携により実現す

る歩きたくなるまちづくり」をテーマに馬場川通りや広瀬川河畔緑地を視察し、官と民の関係のあり
方や今後の前橋市のまりづくりの方向性等について意見交換を実施。

基調講演

馬場川通り視察の様子WSの様子

社会実験の様子

同日、県庁前通りにて、トランジットモール化
に向けた社会実験を実施
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マチミチstudy現地勉強会in四⽇市を開催しました︕

登壇者・パネリスト

第１４回マチミチstudy現地勉強会 in 四日市 の様子

＜開催実績＞

・開催日時 ：令和８年１月１４日（水）１３：００～１８：００

・参加者数 ：現地 約５０人

・プログラム：基調講演、パネルディスカッション、まちあるき、
ワークショップ など

○ 第１４回目となるマチミチstudy現地勉強会（R8.1.14）は、四日市市と共催。「人の流れを生み出す

公共交通ネットワークの強化と中心市街地の再編」をテーマに中央通り再編の様子や中心市街地
を視察し、官民が連携した街路空間活用や景観形成等について意見交換を実施。

基調講演
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第７回 マチミチ会議を開催しました︕

○ R8.2.2に第７回マチミチ会議を開催。国から取組の紹介、登壇者による話題提供の後、「まちが変わ
るウォーカブルのデザインとは」をテーマにパネルディスカッションを実施。
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（１） 都市交通施策の再整理に関する検討会
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都市交通施策の再整理に関する検討会の概要
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【親会議】令和８年２月１７日

○ 都市交通をめぐる近年の状況

○ 主な論点の提示

【都市交通軸ＷＧ】３月６日

○ 有識者からの話題提供

【親会議】３月３０日

○ 方向性の整理（ＷＧ中間報告等）

○ 論点整理、検討の方向性

【都市交通軸ＷＧ】６月１２日

○ 中間とりまとめの案

○ さらなる検討事項の整理

【拠点エリアＷＧ】 ６月１日

○ 中間とりまとめの案

○ さらなる検討事項の整理

【親会議】６月２６日

○ 中間とりまとめ

○ さらなる検討事項の整理

【都市交通軸ＷＧ】３月１８日

○ 論点整理、検討の方向性

【拠点エリアＷＧ】２月２４日

○ 有識者からの話題提供

【拠点エリアＷＧ】３月１３日

○ 論点整理、検討の方向性

中間とりまとめ ＋ 議論の継続

７月２１日公表



都市交通施策の再整理に関する検討会の概要

〇 これまでの都市交通施策の展開を踏まえ、コンパクトで持続可能な都市構造の実現や、外出の動機となるウォーカブ
ルな都市空間創出を進めるため、都市交通施策を再整理し、必要となる施策の検討を⽬的として、「都市交通施策
の再整理に関する検討会」、「都市交通軸ワーキンググループ」、「拠点エリアワーキンググループ」を設置（R8.2.17）。

都市交通軸エリアワーキンググループ（都市交通軸WG） ・・・ 都市交通軸の強化に関する検討

拠点エリアワーキンググループ（拠点WG） ・・・ 拠点エリアにおける魅力や快適性の向上に関する検討

【都市交通施策の再整理に関する検討会 （親会議） 】

※ ◎ ： 座長 ○ ： 副座長

※ 事務局 ： 国土交通省 都市局 街路交通施設課

宇都宮市 建設部

岡山市 都市整備局

熊本市 都市建設局

山形市 まちづくり政策部

さいたま市 都市局 都心整備部

神戸市 都市局 都心再整備本部

国土交通省 総合政策局 地域交通課
都市局 国際・デジタル政策課

まちづくり推進課

都市計画課

市街地整備課

公園緑地・景観課

道路局 路政課道路利用調整室

企画課評価室

警察庁 交通局 交通規制課

国土交通省 総合政策局 地域交通課

都市局 国際・デジタル政策課

都市計画課

警察庁 交通局 交通規制課

国土交通省 都市局 まちづくり推進課
市街地整備課

公園緑地・景観課

道路局 路政課道路利用調整室

企画課評価室

警察庁 交通局 交通規制課

委
員

(
学
識
者
)

委
員

(
地
方
公
共
団
体
)

関
係
省
庁

山形市 まちづくり政策部

宇都宮市 建設部

神戸市 都市局 都心再整備本部

岡山市 都市整備局

姥浦 道生
東北大学災害科学国際研究所 教授

小嶋 文
埼玉大学理工学研究科 准教授

柴山多佳児
ウィーン工科大学 交通研究所 Senior Scientist

◎森本 章倫
早稲田大学理工学術院社会環境工学科 教授

◎大沢 昌玄
日本大学理工学部土木工学科 教授

大門 創
國學院大學 観光まちづくり学科 教授

藤村 龍至
東京藝術大学 准教授

三浦 詩乃
中央大学理工学部都市環境学科 准教授

吉江 俊
東京大学大学院 工学系研究科 講師

[  親会議 ] [  都市交通軸ＷＧ ] [  拠点エリアＷＧ ]

姥浦 道生
東北大学災害科学国際研究所 教授

○大沢 昌玄
日本大学理工学部土木工学科 教授

小嶋 文
埼玉大学理工学研究科 准教授

藤村 龍至
東京藝術大学 准教授

三浦 詩乃
中央大学理工学部都市環境学科 准教授

◎森本 章倫
早稲田大学理工学術院社会環境工学科 教授

【 開 催 】

（第１回 : 親会議 ）
都市交通をめぐる近年の状況・主な論点提示

（第１回 : 拠点WG）
有識者からの話題提供

（第２回 : 拠点WG）
論点整理、検討の方向性

（第１回 : 都市軸WG）
有識者からの話題提供

（第２回 : 都市軸WG）
論点整理、検討の方向性

（第２回 : 親会議 ）
WGの中間報告、論点整理と検討の方向性

（第３回 : 拠点WG）中間とりまとめに向けた議論

（第３回 : 都市軸WG）中間とりまとめ向けた議論

（第３回 : 親会議） 中間とりまとめ向けた議論

【中間とりまとめ】 ７月２１日

- 以降、検討状況により複数回を開催 –

- 【中間とりまとめ】 令和９年６月頃

R8.2.17

R8.3.6 

R8.3.18

R8.2.24

R8.3.13

R8.3.30

R8.6.1

R8.6.12

R8.6.26



都市交通施策の再整理に関する検討会の概要

○ 近年、外出率が減少傾向にあり、総体として⼈々の「活動量」が減っている状況。⼈⼝減少下でも活動量を増やす観点で、⼈中⼼
で外出の動機となる「拠点エリア」と、移動や都市構造の⾻格となる「都市交通軸」に着⽬し、施策展開を図ることが必要。

○ また、計画レベルから施策レベルに⾄るまで、都市におけるまちづくり施策と交通施策を⼀体化させる理念、枠組、施策の充実に取り
組むことが重要であり、これらの観点から、都市交通施策を再整理し、必要となる施策を検討する。

⽬ 指 す 都 市 の 姿

気軽にアチコチお出かけ
したくなる・できる街

イエに負けない
⼈を集める拠点

拠点への
出かけやすさ

単に
「集まる」

場所

「時を過ごす」
拠点

単なる
ネットワーク軸

多様な交通⼿段による
拠点へのアクセス軸

まちづくりと⼀体となった都市交通計画の充実

⼈中⼼で外出の動機となる
「拠点エリア」

移動や都市構造の⾻格となる「都市交通軸」

外出率の低下

居⼼地・滞在環境
プ レ イ ス 性

移動しやすさ
地 区 内

移 動 環 境

到達しやすさ
ア ク セ ス 性

○ 都市交通軸を担う公共交通は、都市政策と密接な連携
のもと「需要対応型」から「需要創出型」へ発想を転換し
「正のスパイラル」を創出

○ 様々な交通モードが適正に処理された人中心で魅力あ
る都市空間を多様な主体と連携し創出

○ 「まちづくり施策と都市交通が一体となっ
た包括的計画」と「包括的計画の実効性
を高める都市交通に関する計画」の密接
な連動

実
現
に
向
け
て



若者層を中心とした外出・移動の減少

○ 2010年から2021年の10年間で、若者層を中⼼に外出率・移動回数が低下傾向。平⽇の業務が
減少しているほか、休⽇の⾷事や観光など、「都市を楽しむ」と⾔うべき移動についても減少が顕著。

○ このような状況の下、業務や買物などのために結果的に⼈が「集まる」だけの地区は、今後外出先として
選択されにくくなり、都市機能の空洞化が進む恐れ。
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外出率（1⽇1回は家から出かける⼈の割合）

移動回数（1⼈が1⽇に移動する平均回数）

出典：令和3年 第7回全国都市交通特性調査結果（R5.11.28公表）

休⽇
特に若者の移動回数の低下が顕著

⽬的別移動回数の推移
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（1999年＝1） ※通勤・業務は平⽇
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若者層を中心とした外出・移動の減少

○ ⼈々が外出しなくなることは、健康や経済をはじめとした国⺠の様々な社会活動に対し、負の影響を及
ぼす可能性が⽰唆される。
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R² = 0.7792
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休⽇の外出率（%）

休⽇外出率 × 平均寿命休⽇外出率の変化率 ×飲⾷店事業所数の変化率
（2010 → 2015）

出典：
（外出率）令和3年度全国都市交通特性調査
（事業所数）RESAS 事業所⽴地分析

令和3年度全国都市交通特性調査の対象都市70都市について、各都市で
最も乗降客数の多い駅から半径1km圏内の飲⾷店事業所数をカウントし
た後、外出率を5%レンジで⾒たときの飲⾷店事業所数の変化率の平均値
をプロット

出典：
（外出率）令和3年度全国都市交通特性調査
（平均寿命）令和2年市区町村別⽣命表

令和3年度全国都市交通特性調査の対象都市70都市について、外出
率を5%レンジで⾒たときの平均寿命の平均値をプロット

※ データ上の相関を⽰すものであり、必ずしも因果を⽰すものではない



若者層を中心とした外出・移動の減少

○ 外出率の低下、すなわち市⺠の活動量が減ってしまうと、都市機能の衰退、地域経済の低
迷など都市の活⼒の低下をもたらすだけでなく、健康、環境、安全・安⼼、包摂性など、
社会の様々な分野で深刻な社会課題を顕在化させるおそれ

70

マチ が イエ に“ 負ける ”社会



政策理念と計画・事業の乖離

○ 全国で⽴地適正化計画に基づくコンパクトなまちづくりが進められているものの、公共
交通軸の沿線での⼈⼝減少や、⾻格構造と位置づけられた公共交通の廃⽌・減便などによ
り、理念・計画・事業の乖離が、近年、特に顕著になっている。
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19 229 126 9

路線の廃⽌や、運⾏本数の減少が
⽣じている都市が数多く存在

都市数

運⾏本数が増加傾向
運⾏本数の増減なし
⾻格構造に位置付けた路線のうち、運⾏本数が減少した路線がある
⾻格構造に位置付けた路線のうち、廃線された路線がある

※運⾏本数に関する質問に回答があった⾃治体を対象に分析
R4.4時点 （都市局実施の調査より作成）

⽴地適正化計画策定後の公共交通の状況

歩⾏者と⾃動⾞の錯綜

地区交通の処理が適正に⾏われず、
歩⾏者空間の魅⼒に対して負の影響が⽣じている事例が存在



目指す都市の姿

○ ⼈⼝が減少する中でも、市⺠の「活動量」を増やす観点で施策展開を図っていくことが必要。
○ 市⺠の「活動量」たる外出⾏動には、ライフスタイルや価値観の変化、個々⼈の性格や属性など様々な

要素が関連すると考えられるが、都市政策の観点では、外出の動機や⽬的となる「場」や、そこへの「⾏き
やすさ」も重要な観点。
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「イエ」に負けない⼈を集める街
拠点エリアの形成

拠点への「出かけやすさ」の向上
都市交通軸の強化×

気軽にアチコチお出かけ
したくなる・できる街

⼈中⼼で外出の動機となる

「拠点エリア」
移動や都市構造の⾻格となる

「都市交通軸」

「拠点」と「軸」の密接な連動を⽣み出す

都市と交通の⼀体的なプランニング



まちづくりと一体となった都市交通計画の充実

○ 現状の都市の状況や交通需要に対し分野別に逐次対応するのではなく、⽬指すべき都市像を⾒据え、
移動需要を創出する観点で、様々な交通モードを包括的に対象とした都市交通計画への転換が必要。

73

まちづくり施策と都市交通が
⼀体となった包括的計画

包括的計画の実効性を⾼める
都市交通に関する計画

密接に連動

政策⽬標の実現⼒の強化

○ バックキャスト型の⽬標
○ 都市の包括的⽬標への寄与

需要創出型の計画

横断的モビリティ計画



都市と交通の一体的なプランニング

74

「拠点」と「軸」の位置づけ

出典：
厚⽊市コンパクトプラスネットワーク推進計画

地区交通計画の充実

出典：⿃取⼤学⼯学部助教
吉野和泰⽒提供資料より作成

次世代テーマへの対応

出典：
『都市空間における⾃動運転技術の活⽤に向け
たポイント集』
国⼟交通省都市局、令和7年5⽉



都市交通軸の強化

75

○ 魅⼒ある拠点エリアへの来街や、利便性の⾼い⽣活拠点に⼈を集めるためには、そうした拠点へのアクセ
ス性を確保することが重要。

需要対応 → 需要創出
「正のスパイラル」への発想の転換



都市交通軸の強化

76

出典：ゴー・ホンソク(交通政策課⻑)、
持続可能性を⽬指すソウルの交通政策、
第⼆回EST普及推進フォーラム、
2008年1⽉25⽇

運⾏頻度の確保 沿線への居住等の誘導 運賃・乗継での需要創造

出典：富⼭市資料 出典：熊本市資料



拠点エリアの魅力や快適性の向上

77

様々な交通モードの
適正な処理

多様な主体
との連携

居⼼地・滞在環境
プレイス性

移動しやすさ
地区内移動環境

到達しやすさ
アクセス性

○ 外出の動機となる魅⼒的で快適な拠点エリアを形成するためには、様々な交通モードが適正に処理さ
れた、⼈中⼼の都市空間を形成していくことが重要。



拠点エリアの魅力や快適性の向上
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（２）自転車に関する最近の動向
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シェアサイクルの現状

80

○シェアサイクル
・複数のサイクルポートで⾃由に乗り降りが可能。

○ 「シェアサイクル」とは、相互利⽤可能な複数のサイクルポートからなる、⾃転⾞による⾯的な都市交通システム（「レンタサイク
ル」と異なり、借りた場所と異なる場所への返却が可能）。

○ 公共交通の機能を補完し、地域の活性化や観光振興を図ること等を⽬的として、全国323都市（令和6年度末時点）で
本格導⼊されている。

シェアサイクルについて

■シェアサイクルとは

○シェアサイクルの導⼊都市
・全国323都市で本格導⼊。

※アンケートに回答のあった都市及び国⼟交通省調べにより
実施が確認された都市の集計

【シェアサイクルの実施都市数の推移】

富⼭市（JR富⼭駅前） 荒川区（町屋駅前）



シェアサイクルの取組動向

ポート数の推移【確報版】

ポート数は年々増加し、R６年度末時点で全国で30,000箇所を超え、昨年度比で約5割増となっている。

【ポート設置数の推移】

81
※国土交通省アンケートに本格実施、社会実験実施と回答のあった都市

および国土交通省調べにより実施が確認された都市の集計

※複数事業行う都市であっても、すべての事業を集計対象としている

（箇所）



シェアサイクルの取組動向

82

シェアサイクル実施状況【確報版】

国土交通省街路交通施設課が2025年3月末時点のシェアサイクル実施状
況を調査するため、自治体とシェアサイクル運営事業者向けにアンケート
調査を実施。

社会実験を含め多くの地域で導入が進んでおり、面的な拡がりもみられる。

一方、人口集中地区を有する地域の中には、シェアサイクルの導入に至っ
ていない都市も一定数存在する。

※国土交通省アンケートに本格実施・社会実験実施
と回答のあった都市および国土交通省調べにより
実施が確認された都市

※合計には北方領土６自治体を含む本格実施 社会実験 未導入かつ人口集中地区を有する都市検討中

未実施
841市区町村

48%

323市区町村
18%

81市区町村 5%
27市区町村 2%

475市区町村
27%



83

公共交通連携とモビリティハブ

シェアサイクルや特定小型原付シェアリング等
シェアリングモビリティの利用が可能なモビリ
ティ・ハブ機能を有するポートの設置も進んで
いる。

シェアサイクルに関する最近の動向

田原町駅

福井県福井市 ふくちゃり
福井鉄道・えちぜん鉄道田原町駅

熊本県天草市 Chari-Chari
九州産交バス 天草バスターミナル

愛知県名古屋市 名駅三丁目「sanagi」

福井鉄道・えちぜん鉄道
の接続駅である田原町
駅には、両社の線路に
挟まる形でポートを設置

駅舎からも容易にアクセ
スできる

鉄道のない天草におけ
る交通拠点であり、熊本
市内からの高速バスも
発着する天草バスターミ
ナルにポートを設置して
いる。

リニア名古屋駅上部に
おいてURが進めるまち

づくりプロジェクトの一環
として、様々なまちづくり
活動を行う広場にシェア
サイクルポート・シェア電
動キックボートのポート
を併設し、モビリティハブ
機能を持たせている。

公共交通との結節点（駅やバスターミナルなど）
へのポートの設置が進んでおり、併設する例がみ
られる

写真：（株）ドーコン

埼玉県さいたま市 大宮ぷらっと

大宮駅近くの氷川参道
沿いの駐車場を活用し、
交通と生活のプラット
フォームとして、モビリ
ティハブ（カーシェア、
シェアサイクル、シェア
スクーター）機能を持っ
た空間を形成している。

シェアサイクル
カーシェア



○ 都市においては、徒歩や⾃転⾞、公共交通や⾃家⽤⾞など、市⺠の様々なモビリティ・ニーズに対応す
ることが必要であり、かつ、それら相互がスムーズに乗換できる環境が必要

○ こうした多様なモビリティに対する⼩規模な乗換拠点として「モビリティハブ」の重要性が⾼まっている

モビリティハブ

モビリティ
ハブ モビリティ

ハブ

⾃宅

⾃家⽤⾞

モビリティハブの配置イメージ

⾃転⾞

公共交通
徒歩

⾃転⾞

コミュニティバス

まちなかでの移動

拠点エリア 都市交通軸

シェアモビリティ

84

地域公共交通と連携したモビリティハブのイメージ

乗換
地域公共交通

ラストワンマイル
モビリティ等

パブリックスペース

モビリティハブ ⽬的地
等

基幹
公共交通

⾃宅

中⼼
市街地

さいたま市⼤宮ぷらっと

▼モビリティハブの事例



（３） まちづくりと公共交通
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⽬指すべき都市の⾻格構造の検討について

基幹的な公共交通軸

中⼼拠点

地域／⽣活拠点

主要拠点と基幹的な公共交通軸

・市域各所から公共交通アクセス性に優れ、
市⺠に、⾏政中枢機能、総合病院、相当
程度の商業集積などの⾼次の都市機能を
提供する拠点

・周辺地域から容易にアクセス可能な
地域の中⼼として、地域住⺠に、⾏政
⽀所機能、診療所、⾷品スーパーなど、
主として⽇常的な⽣活サービス機能を
提供する拠点

・中⼼拠点を中⼼に地域/⽣活拠点、
居住を誘導すべき地域を結ぶ都市軸
で、将来にわたり⼀定⽔準以上のサ
ービスで運⾏する公共交通路線等

○都市機能誘導区域、居住誘導区域の検討に先⽴ち、都市全体の観点から、⽬指すべきまちづくりの
⽅針（ターゲット）を⾒据えながら、道路網等の都市施設、⼈⼝の集積状況、主要な公共交通路線、
都市機能施設、公共施設の配置等をもとに、
・公共交通施設が集積し、主要な公共交通路線の結節点等として公共交通アクセス性の⾼く、⼈⼝や
都市機能施設が集積している『中⼼拠点、地域／⽣活拠点』

・沿線に相当の⼈⼝集積があり、将来も⼀定⽔準以上のサービスで運⾏すると⾒込まれる公共交通路
線であって、各拠点地区をネットワークしている『基幹的な公共交通軸』等

の将来においても持続可能な都市の⾻格構造を抽出することが重要です。

立地適正化計画作成の手引き（令和5年11月版）より抜粋
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図書館

駅

駅

駅

駅

駅

駅前広場

都市機能
（駅前広場、商業、
医療、図書館等の
都市機能）

⽂化施設

公共交通軸
基幹鉄道路線
（A駅〜Z駅）
基幹路線(BRT/ LRT)
（a停留所〜z停留所）

駅
都市全体

（模式化）

サービスレベル
●徒歩圏⼈⼝カバー率30%
●およそ30分以内で中⼼部へ到達
●昼間時20分、ラッシュ時10分程

度の運⾏回数

⽬指すべき都市の⾻格構造の検討〜都市の⾻格となる公共交通軸の即地的・具体的な位置づけ

商業施設・
エリア

福祉・周辺施設

詳細

図書館（半径 300m内）

○多極ネットワーク型のコンパクトシティの実現に向けて、拠点間を結ぶ都市の⾻格となる公共交通ネットワークの確保・充実が必要であり、
その実効性を⾼めるため、公共交通ネットワークの確保に係る取組とまちづくりとの⼀体的な推進がますます求められている。

○⽴地適正化計画において、都市の⾻格となる公共交通軸について、路線、駅・停留所の位置、サービスレベル等を即地的・具体的に位
置づけ、これと併せて、公共交通の確保・充実を⽀える拠点整備等に係る取組を⼀体的かつ具体的に定めることが重要。

記載にあたっての留意事項
〇地域公共交通計画や都市・地域総合交通戦略等を踏

まえ、可能な範囲で具体的、即地的に記載

具体的な記載内容（例）
【具体的とは】
①交通モード
⇒鉄道、LRT、基幹バス等について記載
②サービスレベル
⇒駅・停留所や主要⽬的地等へのアクセス性、所要時間、

運⾏本数等について具体的に記載することが考えられる

【即地的とは】
③路線（ルート）・区間
④主要な駅、停留所等
※ポイントでなくても可（例︓図書館半径300m）

⑤関連する都市機能等
⇒各々の位置関係がわかるように即地的に記載
※例えば1/2,500程度の縮尺図を下図として使⽤

⽴地の適正化に関する基本的な⽅針の検討
立地適正化計画作成の手引きより抜粋
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⽬的︓⼈⼝減少、少⼦超⾼齢化への備えが必要となり、また、中⼼市街地の衰退、都市の維持コストの増⼤、など都市構造に関する課題認識が⾼まっている。
拡散型都市構造を⾒直し、環境負荷低減型のコンパクトシティへの展開を図る。

２．都市・地域交通戦略推進事業 -社会資本整備総合交付金・防災・安全交付金・補助金-

バリアフリー交通施設

ペデストリアンデッキ ⼆輪⾞等駐⾞場

シェアモビリティ設備

荷捌き駐⾞場

交通まちづくり活動の推進社会実験 (⾃動運転）

交通結節点整備

※３ インフラ整備と⼀体となった⾞両について、効果促進事業において⽀援可能
モビリティハブ整備

駐⾞場

○ 補助対象者※1︓地⽅公共団体、法定協議会※2、独⽴⾏政法⼈都市再⽣機構、都市再⽣推進法⼈ 等
※1 交付⾦については、地⽅公共団体からの補助⾦を受けて、⺠間事業者等（独⽴⾏政法⼈都市再⽣機構や特定⾮営利活動法⼈等を含む）も事業実施可能
※2 整備計画の作成に関する事業については、法定化を⾒据えた任意協議会も対象

○ 補 助 率︓１／３、１／２ （⽴地適正化計画に位置付けられた事業、滞在快適性等向上区域へのアクセス等に寄与する都市交通施設整備に係る事業、
地区交通戦略に位置づけられた滞在快適性等向上区域等で⾏われる事業、脱炭素先⾏地域において実施する事業、
バリアフリー基本構想の重点整備地区で⾏われるバリアフリー交通施設の整備 等）

都市・地域総合交通戦略等に基づき、徒歩、⾃転⾞、⾃動⾞、公共交通など多様なモードの連携が図られた、公共的空間や公共交
通などからなる都市交通システムの整備をパッケージ施策として総合的に⽀援する事業

路⾯電⾞・バス・鉄道等の
公共交通の施設※３

⾃由通路
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（４） 自動運転の実現に向けた取組
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都市局における自動運転の取組

○平成29年度より ⾃動運転の普及が都市構造や都市交通・交通施設にどのような影響を及ぼすかを抽出・整理し、都
市にとって望ましい⾃動運転技術の活⽤のあり⽅を検討するため「都市交通における⾃動運転技術の活⽤⽅策に関
する検討会」を設置し議論を重ねてきた。

○令和3年度からは、⾃動運転技術の早期実装に向け、⾃動運転バスや歩道を低速で⾃動⾛⾏するモビリティを活⽤し
た社会実験を通じて、都市交通施設のあり⽅の検討を深度化。

○令和７年５⽉25⽇、検討会の議論を踏まえ「都市空間における⾃動運転技術の活⽤に向けたポイント集」を公表。

H29〜H30年度 R1〜R2年度 R3〜R4年度 R5〜R６年度

都市交通の望ましい姿 ⾝近なエリアの望ましい姿

街路空間の望ましい姿 駅前広場の望ましい姿

検討会

中期（混在期）

深
度
化

⻑期

• 都市交通、交通施
設の望ましい姿を
深度化

• 都市空間における
⾃動運転技術の導
⼊のための考え⽅
をまとめたポイン
ト集の作成等

深度化

ポイント集作成検討

早期実装に向けた取組

• 限定空間の考え
⽅の整理

• 社会実装におけ
る課題整理

• ⾃動運転技術を
活⽤したサービ
スの提供

短期的な社会実装
として限定空間に
おける実装に着⽬

都市側で検証
すべき課題の
整理 • 公共交通（バス）

• 歩道を低速で⾛⾏
するモビリティ
（⾃律移動ロボ）

社会実験
ＮＴ分科会

バス分科会

ニュータウン等における端末交通サービス導⼊及び⾃動
運転技術活⽤に向けたポイント集の発出（Ｒ２年度）

基幹的なバスにおける⾃動運転導⼊に関する中間とりまとめ（Ｒ３年度）

都市交通施設都市交通計画

R7年度

﹁
都
市
空
間
に
お
け
る
⾃
動
運
転
技
術
の
活
⽤
に
向
け
た
ポ
イ
ン
ト
集
﹂
公
表
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都市空間における自動運転技術の活用に向けたポイント集【概要】
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都市交通における自動運転技術の活用方策に関する検討会

92

○将来的な自動運転の活用に向け、自動運転技術の都市へ影響可能性の抽出・整理及び、自動運転技術の

活用についての検討を行うため、2017（平成29）年度より検討会を設置して議論（今まで17回開催）。

○実務的な見地から効率的に検討を行うため、検討会の下に、ニュータウン（NT）分科会や基幹的なバス分科

会を設置。実証実験等を実施して、ポイント集を作成。

○2025（令和7）年度は、自動運転社会に対応した都市空間を実現していくために、都市行政として特に重要な

取り組みについて検討を行った。

都市交通における自動運転技術の活用方策に関する検討会

○自動運転技術の進展は、都市に対して正負両面の側面があると考えられ、移動の概念や都市構造等に影響

を及ぼす可能性がある。

○今後、自動運転技術が進展し、自動運転が普及していくことを見据え、都市における自動運転の活用方策の

検討や、適切に対応できる環境づくりの推進が必要である。

糸久 正人 法政大学社会学部 教授
大串 葉子 同志社大学大学院ビジネス研究科 教授
小木津武樹 群馬大学次世代モビリティ社会実装研究センター 副センター長
金森 亮 名古屋大学未来社会創造機構 特任教授
中村 英夫 日本大学理工学部 教授
中村 文彦 東京大学大学院新領域創成科学研究科 特任教授
藤原 章正 広島大学大学院先進理工系科学研究科 教授
三好 庸隆 武庫川女子大学生活環境学部 教授
森川 高行 名古屋大学未来社会創造機構 特任教授
森本 章倫 早稲田大学創造理工学部 教授

（2026年4月現在、敬称略50音順 ○：座長）
○



【参考】国土交通省全体における取組

○⾃動運転社会の早期実現に向けた取組を強⼒に推進するとともに、⾃動運転の普及に伴う社会
変容に的確に対応するため、令和8年1⽉22⽇、「国⼟交通省⾃動運転社会実現本部」を省内に
設置（本部⻑︓国⼟交通⼤⾂）。
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自動運転社会の実現

設置⽇︓令和８年１⽉２２⽇
⽬ 的︓⾃動運転社会の早期実現に向けた取組を強⼒に推進するとともに、⾃動運転の普及に伴う社会変容に的確に対応
本部⻑︓国⼟交通⼤⾂
本部員︓国⼟交通副⼤⾂（副本部⻑）、国⼟交通⼤⾂政務官（副本部⻑）、ほか関係局⻑等
事務局︓物流・⾃動⾞局、道路局
その他 ︓実務検討は、⾃動運転社会の近未来像検討ワーキンググループ（課⻑級）により実施

＜構成員＞総合政策局、都市局、道路局、物流・⾃動⾞局の関係課室

国⼟交通省⾃動運転社会実現本部

 バス、タクシー、公共ライドシェアへの⾃動運転の実装による「交通空⽩」
の解消

 都市部におけるロボタクシーの普及による利便性向上
 ⾃動運転トラック及び⾃動物流道路の実装による物流効率化
 道路交通の安全性・円滑性の向上

 ⾃動⾞ユーザーの「所有」から「利⽤」（サブスク等）への利⽤形態の変化
 産業構造の変化
 まちづくり、都市構造への影響
 道路空間への影響
 運転⼿の労働⼒供給の転移・仕事内容の変化
 他の交通機関との分担の変化

（解決が期待される課題） （想定される社会変容）

⾼速道路を⾛⾏する⻑距離トラックでは、
L4⾃動運転が主流

⾃家⽤⾞では、
L2++⾃動運転以上が主流

公共交通では、
L4⾃動運転が主流

自動運転の普及に伴う社会変容への対応

第1回自動運転社会実現本部（1月22日）の様子

出典：令和7年度 都市交通における自動運転技術の活用方策に関する検討会 資料５より抜粋



【参考】国土交通省全体における取組
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【参考】国土交通省全体における取組

95



（５） お知らせ
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・ ECF（ヨーロッパ⾃転⾞連盟）主催の⾃転⾞国際会議で、1980年から開催
・ ⾃転⾞に関する交通安全、データ、駐輪環境、シェアサイクル、サイクルトレイン等の情報交換

だけでなく、アクティブモビリティ、観光、都市計画、持続可能な都市開発等の⾃転⾞以外の
政策・推進についても幅広く議論

・ 2026年はイタリアのリミニで開催、
2027年5⽉に愛媛県での開催が決定
（アジアでは台北に続いて2回⽬）
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＜ブース出展＞

＜セッション＞

＜バイクパレート＞ ＜レセプション＞

Velo-city （自転車国際会議）



Velo-city2027愛媛 開催概要

〇 世界の50を超える国・地域から⾏政関係者や研究者、専⾨家が集
まり、最新の知⾒や情報を国際レベルで広め、⾃転⾞の利活⽤等を⽬
指す総合的な会議。

〇 2027年の愛媛県開催は、⽇本では初、アジアでも2016年の台北
（台湾）に次ぐ２番⽬の開催。

【開催概要】

 ⽇時 2027年5⽉25⽇(⽕)〜28⽇(⾦)[4⽇間]

 主会場 愛媛県武道館(松⼭市)

 主催 欧州サイクリスト連盟(ECF︓European Cyclistsʼ Federation)

 共催 Velo-city2027Ehime実⾏委員会
（会⻑︓愛媛県知事 副会⻑︓松⼭市⻑、今治市⻑）

 内容 学術会議、展⽰会、⾃転⾞パレード、テクニカルビジット(視察ツアー)

･･･1983年に設⽴された、ブリュッセル（ベルギー）に本部を置く⾮営利団体。40か国以上に
70以上の加盟組織を有し、交通とレジャーの両⾯で⾃転⾞利⽤を推進する団体
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